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２０１９年度株式分布状況調査結果の概要

株 式 会 社 東京証券取引所

株 式 会 社 名古屋証券取引所

証券会員制法人 福岡証券取引所

証券会員制法人 札幌証券取引所
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Ⅰ はじめに

株式分布状況調査は、３月末現在において東京、名古屋、福岡及び札幌の各証券取引所共同で株式保

有状況等に関するデータを集計・公表することを目的として、株主名簿の記載に基づき「個人」、「金融

機関」、「事業法人」といった株主の属性（注１）別の分類である投資部門別の株主数及び持株数を単元

数ベース（注２）にて、毎年調査を行っているものである。

調査の元データについては、個々の調査対象会社からではなく、各社が株主名簿の管理を委託してい

る株主名簿等管理人から電子データにて直接提供を受けている。これらのデータを使って、株主数の集

計値については、銘柄間の名寄せができないことから、銘柄別の株主数のデータを単純に合算すること

で「延べ人数」の形で算出（注３）している。また、市場価格（時価）で換算した株式保有比率の集計

値については、調査対象会社各社の３月31日現在の時価総額に単元数ベースで算出した各投資部門の持

株比率を乗じて個別会社ベースの各投資部門の株式保有金額を求め、これを投資部門別に調査対象会社

全社分を合算し、調査対象会社全体の時価総額で除することで算出している。

なお、調査対象会社各社の株主数および単元数のデータは、決算期末の株主名簿を基に作成されるた

め、各社それぞれの決算期末日現在のデータとなっている。そのため、2019年度の株主数の集計値は、

2020年３月31日現在の全社の集計値となっているわけではない。また、2019年度の株式保有比率の集

計値の算出についても、決算期末日が2020年３月31日以外の会社については、2020年３月31日時点

においても各投資部門の持株比率が当該会社の決算期末現在と同様とみなして計算を行っている。

今年度の調査対象会社数は、2020年３月31日現在の前記４取引所の内国上場会社3,817社のうち、

当該４取引所への新規上場日以降2020年３月31日までに決算期末日が到来していないため、上場後の

株主の状況を把握することができない会社（28社）を除いた3,789社となってる。

（注1）本調査における各投資部門の定義は以下のとおりである。

（1）政府･地方公共団体：国・都道府県・市町村

（2）金 融 機 関

○都 銀 ･地 銀 等：銀行法に規定する国内普通銀行

○信 託 銀 行：一般社団法人信託協会加盟の信託銀行

○投 資 信 託：投信法（「投資信託及び投資法人に関する法律」）に規定する委託者の信託財産であって、

信託業務を営む銀行を名義人(受託者)とするもの

○年 金 信 託：厚生年金保険法に規定する厚生年金基金及び確定給付企業年金法・確定拠出年金法に規定

する企業年金のうち、信託業務を営む銀行を名義人(受託者)とするもの（ただし、公的年

金の運用分は含まない）

○生 命 保 険 会 社：保険業法に規定する生命保険会社

○損 害 保 険 会 社：保険業法に規定する損害保険会社

○その他の金融機関：上記以外の金融機関。具体的には、信用金庫、信用組合、労働金庫、農林系金融機関、政

府系金融機関、証券金融会社等

（3）証 券 会 社：金融商品取引法に規定する金融商品取引業者たる証券会社

（4）事 業 法 人 等：(2)及び (3)以外の法人格を有するすべての国内法人

（5）外 国 法 人 等：外国の法律に基づき設立された法人、外国の政府・地方公共団体及び法人格を有しない団体、

並びに居住の内外を問わず日本以外の国籍を有する個人

（6）個 人 ･そ の 他：居住の内外を問わず日本国籍の個人及び国内の法人格を有しない団体

（注2）単元数ベースとは、有価証券報告書の「所有者別状況」の記載と同様に、単元株制度を採用している会社につい

ては、それぞれの会社が採用している単元株の単位で株主を集計する方法である。

（注3）たとえば、1人で10銘柄保有している株主は、全社ベースの集計値において10名の株主としてカウントされて

いる。
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Ⅱ ２０１９年度調査における特徴

１．個人株主数の推移

2019年度の全国４証券取引所上場会社の個人株主数は、前年度比199万人増加（+3.6％）して5,672

万人となった（表１）。なお、2014年度から６年連続で増加する結果となった。

図１で2019年度の個人株主数の増減要因をみると、上場廃止会社の影響で約36万人減少したものの、

新規上場会社で24万人、株式分割・売買単位引下げ実施会社（以下、「投資単位引下げ等実施会社」と

いう。）で36万人、その他の会社で174万人増加した。

今年度の個人株主数の推移としては、その他の会社において、2018年度（192万人増加）と同じくら

いの増加となっており、NISA（少額投資非課税制度）をきっかけに多くの個人投資家が買付けを行って

いることなどが、今年度の個人株主数の増加につながったものと推測される。

表１　個人株主数（延べ人数）の推移

(人) (人) (社) (社)

2002 33,771,262 253,728 2,661 162

2003 34,005,017 233,755 2,679 78

2004 37,560,717 3,555,700 ※     3,698 348

2005 40,823,376 3,262,659 ※     3,783 425

2006 42,319,427 1,496,051 ※     3,885 327

2007 42,911,279 591,852 3,897 129

2008 44,819,387 1,908,108 3,803 49

2009 44,794,800 24,587 △        3,694 91

2010 45,919,282 1,124,482 3,616 75

2011 45,918,313 969 △           3,554 96

2012 45,967,310 48,997 3,540 96

2013 45,754,089 213,221 △       3,525 231

2014 45,821,320 67,231 3,565 231

2015 49,446,389 3,625,069 3,613 221

2016 49,677,178 230,789 3,636 244

2017 51,299,952 1,622,774 3,687 426

2018 54,736,928 3,436,976 3,735 320

2019 56,727,133 1,990,205 3,789 136

(注1)2004年度から2009年度まではジャスダック証券取引所上場会社分を含み、

　2010年度以降は大阪証券取引所または東京証券取引所におけるJASDAQ市場分として含む。

(注2)2005年度調査まで調査対象会社となっていた（株）ライブドア（4753）が、大幅な

　株式分割の実施等により、2004年度調査から個人株主数が大幅に増加ししたため、

　「※」のとおり、2004年度から2006年度までは、その影響を受け大きく増減している。

年度 個人株主数 前年比増減 調査対象会社数
分割・投資単位引下げ

実施会社数
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２．株式保有比率等の変動状況

2019年度末（2020年３月末）の全投資部門における株式保有金額（調査対象会社の時価総額）は、前

年度比73兆6,066億円減（-11.8％）の548兆4,461億円となった（表２）。投資部門別の状況をみると、

金額ベースではすべての区分において減少する結果となった。次に、主な投資部門の株式保有比率の動

向をみると、個人・その他がマイナス0.7ポイントの低下となる一方、事業法人等がプラス0.6ポイン

ト、外国法人等がプラス0.5ポイントの上昇などとなっている（表２）。

表２　投資部門別株式保有状況

年            度 2018 2019       増減額[増減率] 保有比率増減

会　社　数 (社) 3,735 3,789 54 -

億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

合　　  　　　計 6,220,527 100.0)  ( 5,484,461 100.0)  ( 736,066  △   11.8]  [△  -

① 政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 9,543 0.2)  (   7,546 0.1)  (   1,996  △     20.9]  [△  0.1     △   

② 金 融 機 関 1,838,301 29.6)  (  1,615,513 29.5)  (  222,788  △   12.1]  [△  0.1     △   

ａ 都 銀 ・ 地 銀 等 193,759 3.1)  (   158,336 2.9)  (   35,423  △    18.3]  [△  0.2     △   

ｂ 信 託 銀 行 1,335,118 21.5)  (  1,191,448 21.7)  (  143,669  △   10.8]  [△  0.2          

  (ａ+ｂのうち投資信託) 521,650 8.4)  (   475,991 8.7)  (   45,659  △    8.8]  [△   0.3          

  (ａ+ｂのうち年金信託)注2 69,879 1.1)  (   56,729 1.0)  (   13,150  △    18.8]  [△  0.1     △   

ｃ 生 命 保 険 会 社 199,984 3.2)  (   173,119 3.2)  (   26,865  △    13.4]  [△  0.0          

ｄ 損 害 保 険 会 社 64,793 1.0)  (   52,591 1.0)  (   12,202  △    18.8]  [△  0.0          

ｅ そ の 他 の 金 融 機 関 44,645 0.7)  (   40,017 0.7)  (   4,627  △     10.4]  [△  0.0          

③ 証 券 会 社 143,880 2.3)  (   111,205 2.0)  (   32,675  △    22.7]  [△  0.3     △   

④ 事 業 法 人 等 1,346,779 21.7)  (  1,221,908 22.3)  (  124,870  △   9.3]  [△   0.6          

⑤ 外 国 法 人 等 1,812,440 29.1)  (  1,624,171 29.6)  (  188,268  △   10.4]  [△  0.5          

⑥ 個 人 ・ そ の 他 1,069,581 17.2)  (  904,115 16.5)  (  165,466  △   15.5]  [△  0.7     △   

（注）１．信託銀行については、国内機関投資家からのカストディアンとしての受託分を含む。

      ２．年金信託は、調査要綱に記載のとおり、信託業務を営む銀行を受託者とする厚生年金基金等の企業年金関係の運用分を集計しているが、

          公的年金の運用分については含まれていない。

      ３．上場会社の自己名義分は、各社が属する投資部門に含まれる。2019年度の自己名義分は、22兆1,550億円(保有比率4.04%)となっている。
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３．外国法人等の動向

外国法人等の株式保有比率は、前年度比プラス0.5ポイントの29.6％となった（表２、図２）。

外国法人等の投資行動を、投資部門別株式売買状況における海外投資家の差引き売買代金でみると（表

３）、2019年度は、9,346億円の売越しとなり、３年連続の売越しとなった。月別にみると、2019年４

月から2020年２月までは累計で１兆2,637億円の買越しとなっていたものの、2020年３月に２兆1,981

億円の売越しとなった結果、年度合計では売越しに転じることとなった。

表４は、業種別に外国法人等の株式保有比率の増減と株価指数騰落率（東証一部、前年度末比）を並

べたものであるが、保有比率においては33業種中20業種で減少する結果となっている。

表３　海外投資家及び個人の株式売買動向 表４　外国法人等の業種別保有比率等の状況

＜年度＞

2018年度(b) 2019年度(a)

海外投資家 個人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％

2010 39,821                13,787            △  医薬品 38.6 42.3 3.7          0.1      △  
2011 2,062                 6,076            △   その他製品 34.4 37.0 2.6          5.9          
2012 52,843                13,841            △  精密機器 39.0 41.2 2.2          10.4         
2013 95,387                69,866            △  電気機器 38.2 40.1 1.9          3.3      △  
2014 25,247                65,473            △  金属製品 23.6 25.2 1.6          16.7      △ 
2015 51,025            △  21,689            △  機械 32.4 33.7 1.3          13.4      △ 
2016 853                   46,054            △  サービス業 23.8 24.9 1.1          14.3      △ 
2017 6,255            △   40,859            △  化学 31.0 31.8 0.8          9.2      △  
2018 56,313            △  28,091            △  鉄鋼 22.1 22.8 0.7          46.3      △ 
2019 9,346            △   18,963            △  非鉄金属 28.4 28.6 0.2          26.2      △ 

石油・石炭製品 31.6 31.7 0.1          28.5      △ 
＜月間＞ 情報・通信業 27.2 27.3 0.1          2.2          

保険業 32.8 32.9 0.1          12.9      △ 
海外投資家 個人 パルプ・紙 18.5 18.3 0.2      △  16.5      △ 

2019.4 16,055                9,158            △   海運業 27.7 27.5 0.2      △  23.7      △ 
5 5,002            △   5,000                 小売業 23.2 22.9 0.3      △  10.2      △ 
6 4,267            △   2,604            △   空運業 18.2 17.6 0.6      △  41.7      △ 
7 2,121            △   836            △     倉庫・運輸関連業 21.4 20.8 0.6      △  19.1      △ 
8 5,355            △   1,326                 食料品 22.8 22.0 0.8      △  14.5      △ 
9 5,248            △   9,074            △   卸売業 26.8 25.9 0.9      △  14.5      △ 

10 11,346                7,932            △   証券、商品先物取引業 26.6 25.7 0.9      △  11.4      △ 
11 10,529                7,067            △   繊維製品 22.5 21.5 1.0      △  23.9      △ 
12 1,196                 5,267            △   陸運業 22.3 21.2 1.1      △  19.0      △ 

2020.1 2,820            △   6,665                 建設業 26.6 25.4 1.2      △  18.5      △ 
2 1,676            △   1,529                 不動産業 31.3 30.0 1.3      △  24.3      △ 
3 21,981            △  8,454                 その他金融業 30.1 28.0 2.1      △  13.9      △ 

合計     9,346            △   18,963            △  銀行業 25.4 23.2 2.2      △  26.2      △ 
輸送用機器 27.7 25.3 2.4      △  17.8      △ 

(注)投資部門別株式売買状況における買金額－売金額 電気・ガス業 24.6 22.2 2.4      △  19.8      △ 
ガラス・土石製品 25.1 22.6 2.5      △  26.5      △ 
鉱業 39.7 36.3 3.4      △  39.4      △ 
ゴム製品 24.9 21.5 3.4      △  23.6      △ 
水産・農林業 16.9 12.6 4.3      △  31.6      △ 
（参考）ＴＯＰＩＸ騰落率 -11.8%

年月
差引金額（億円）

業種
保有比率増減
(ａ)-(ｂ)

業種別株価指数

騰落率
年度

差引金額（億円）

外国法人等業種別保有比率
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４．個人・その他の動向

個人・その他の株式保有金額は、前年度比16兆5,466億円減の90兆4,115億円となり、株式保有比

率においても、前年度比マイナス0.7ポイントの16.5％に低下した。なお、2017年度の17．0％を下回

り、過去最低を更新することとなった。（表２、図２）。

個人の投資部門別売買状況（表３）をみると、年度合計では１兆8,963億円の売越しとなった。なお、

2009年度以降11年連続の売越しとなっている。

５．金融機関の動向

金融機関各部門の株式保有比率をみると（表２、図２）、信託銀行がプラス0.2ポイントの21.7％と

６年連続で上昇し、調査開始以来過去最高となった。また、信託銀行のうち、投資信託がプラス0.3ポ

イントの8.7％となり過去最高となった一方、年金信託はマイナス0.1ポイントの1.0％となり、2001

年の6.0％をピークに減少傾向が続いている。

信託銀行の投資部門別売買状況をみると（表５）、年度合計で1,785億円の買越しとなり、６年連続の

買越しとなった。月別にみると、2019年４月から2020年２月までの累計で5,647億円の売越しとなっ

ていたものの、2020年３月に7,432億円の買越しとなった結果、年度合計では買越しに転じることとな

った。

表６は、業種別に信託銀行の株式保有比率の増減と株価指数騰落率を並べたものであるが、33業種中

22業種で上昇する結果となっている。なお、年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が管理する公的

年金の年金資産は、主として信託銀行名義になると考えられ、同法人が公表している国内株式の運用資

産額は、2019年度末で約35兆円であった。

表５　信託銀行及び事業法人等の売買動向 表６　信託銀行の業種別保有比率等の状況

＜年度＞ 信託銀行業種別保有比率

2018年度(b) 2019年度(a)

信託銀行 事業法人等 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％

2010 3,884                 5,729                 保険業 22.2 25.1 2.9          12.9      △ 
2011 9,060                 10,546                その他製品 22.0 23.7 1.7          5.9          
2012 23,874            △  6,300                 石油・石炭製品 22.6 23.9 1.3          28.5      △ 
2013 17,910            △  6,513                 電気・ガス業 20.8 22.1 1.3          19.8      △ 
2014 35,038                12,197                鉱業 18.3 19.2 0.9          39.4      △ 
2015 33,789                30,241                医薬品 22.9 23.7 0.8          0.1      △  
2016 7,983                 24,961                機械 23.6 24.4 0.8          13.4      △ 
2017 9,707                 22,276                サービス業 18.4 19.2 0.8          14.3      △ 
2018 10,986                34,973                精密機器 27.0 27.7 0.7          10.4         
2019 1,785                 51,336                海運業 23.1 23.7 0.6          23.7      △ 

繊維製品 19.8 20.3 0.5          23.9      △ 
＜月間＞ 電気機器 24.7 25.2 0.5          3.3      △  

証券、商品先物取引業 19.9 20.4 0.5          11.4      △ 
信託銀行 事業法人等 その他金融業 19.7 20.2 0.5          13.9      △ 

2019.4 763                   910                   ガラス・土石製品 24.6 25.0 0.4          26.5      △ 
5 334            △     8,171                 銀行業 20.5 20.8 0.3          26.2      △ 
6 2,833                 5,338                 情報・通信業 16.2 16.4 0.2          2.2          
7 2,591                 6,074                 小売業 18.8 19.0 0.2          10.2      △ 
8 46                    6,081                 建設業 23.6 23.7 0.1          18.5      △ 
9 345            △     857                   化学 24.2 24.3 0.1          9.2      △  

10 3,233            △   2,598                 非鉄金属 27.3 27.4 0.1          26.2      △ 
11 4,261            △   4,396                 陸運業 23.6 23.7 0.1          19.0      △ 
12 1,168                 3,549                 輸送用機器 20.1 20.0 0.1      △  17.8      △ 

2020.1 1,594            △   4,441                 倉庫・運輸関連業 17.3 17.2 0.1      △  19.1      △ 
2 3,281            △   5,619                 食料品 21.2 21.0 0.2      △  14.5      △ 
3 7,432                 3,296                 不動産業 22.4 22.0 0.4      △  24.3      △ 

合計     1,785                 51,336                金属製品 20.2 19.3 0.9      △  16.7      △ 
パルプ・紙 23.3 22.2 1.1      △  16.5      △ 

(注)投資部門別株式売買状況における買金額－売金額 卸売業 22.2 21.1 1.1      △  14.5      △ 
ゴム製品 23.3 22.1 1.2      △  23.6      △ 
水産・農林業 24.8 23.5 1.3      △  31.6      △ 
空運業 21.2 19.6 1.6      △  41.7      △ 
鉄鋼 20.3 17.8 2.5      △  46.3      △ 
（参考）ＴＯＰＩＸ騰落率 -11.8%

年月
差引金額（億円）

業種
保有比率増減
(ａ)-(ｂ)

業種別株価指数

騰落率
年度

差引金額（億円）
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６．事業法人等の動向

事業法人等の株式保有金額は、前年度比マイナス12兆4,870億円の122兆1,908億円となった。また、株

式保有比率は、前年度比プラス0.6ポイントの22.3％となった。（表２、図２）。金額ベースでは、前年度

比マイナスであったものの、個人・その他の株式保有比率が0.7ポイント低下した影響を受け、株式保有

比率ベースでは相対的に上昇したものと推測される。

表５で事業法人等の投資部門別売買状況をみると、年度合計では５兆1,336億円の買越しとなり、年

度ベースでは2004年度以降16年連続の買越しとなり、また、５兆円を超える規模は過去最高という状

況であった。今年度においても、上場会社において、引き続き自己株式取得が行われたことが主な要因

であると推測される。

なお、自己名義株式は、保有する会社が属する投資部門に合算しているが、大部分は事業法人等にカ

ウントされ、今年度は合計で22兆1,550億円となり、前年度比プラス0.43ポイントの4.04％となっ

ている。
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Ⅲ 所有者別持株比率（単元数ベースの持株比率）の状況

全調査対象会社の所有者別の単元数合計及び単元数合計に占める所有者別の単元数の比率を算出し

た持株比率の状況についてみたものが表７及び表８である。2019年度における前年度からの変化につ

いて表７の持株比率増減の欄でみると、外国法人等が24.9%から24.5%へ0.4ポイント低下している一

方、信託銀行が19.0％から19.6％へ0.6ポイント上昇している状況となった。

表８において、過去からの推移状況をみると、信託銀行の2019年度における持株比率（19.6％）は、

過去最高を更新することとなった。これは、近年の投資信託における持株比率の上昇が寄与したもの

と推測される。

表７ 所有者別株式数

年            度 2018 2019 増減[増減率] 持株比率増減

会　社　数 (社) 3,735 3,789 54 -

単元 ％ 単元 ％ 単元 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

合　　  　　　計 3,299,128,946 100.0)  (  3,333,380,109 100.0)  (  34,251,163       1.0]  [    -

① 政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 6,123,383 0.2]  [    6,135,170 0.2]  [    11,787           0.2]  [    0.0             

② 金 融 機 関 878,224,694 26.6]  [   904,399,311 27.1]  [   26,174,617       3.0]  [    0.5             

ａ 都 銀 ・ 地 銀 等 98,751,880 3.0]  [    95,517,290 2.9]  [    3,234,590   △   3.3]  [△  0.1     △      

ｂ 信 託 銀 行 627,903,500 19.0]  [   654,702,272 19.6]  [   26,798,772       4.3]  [    0.6             

  (ａ+ｂのうち投資信託) 224,347,839 6.8]  [    240,995,312 7.2]  [    16,647,473       7.4]  [    0.4             

  (ａ+ｂのうち年金信託)注2 34,049,535 1.0]  [    32,240,554 1.0]  [    1,808,981   △   5.3]  [△  0.0             

ｃ 生 命 保 険 会 社 97,990,313 3.0]  [    98,901,976 3.0]  [    911,663          0.9]  [    0.0             

ｄ 損 害 保 険 会 社 29,617,264 0.9]  [    27,960,029 0.8]  [    1,657,235   △   5.6]  [△  0.1     △      

ｅ そ の 他 の 金 融 機 関 23,961,737 0.7]  [    27,317,744 0.8]  [    3,356,007        14.0]  [   0.1             

③ 証 券 会 社 90,506,907 2.7]  [    83,848,211 2.5]  [    6,658,696   △   7.4]  [△  0.2     △      

④ 事 業 法 人 等 786,191,529 23.8]  [   788,710,346 23.7]  [   2,518,817        0.3]  [    0.1     △      

⑤ 外 国 法 人 等 822,428,855 24.9]  [   815,042,412 24.5]  [   7,386,443   △   0.9]  [△  0.4     △      

⑥ 個 人 ・ そ の 他 715,653,578 21.7]  [   735,244,659 22.1]  [   19,591,081       2.7]  [    0.4             

（注）１．信託銀行については、国内機関投資家からのカストディアンとしての受託分を含む。

      ２．年金信託は、調査要綱に記載の通り、信託業務を営む銀行を受託者とする厚生年金基金等の企業年金関係の運用分を集計しているが、

       公的年金の運用分については含まれていない。

    　３．上場会社の自己名義分は、各社が属する所有者区分に含まれる。2019年度の自己名義株式は、114,790,548単元(構成比 3.44％)となっている。
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表８ 所有者別持株比率の推移
(単位：％）

政府･地方 金融機関 a.都銀・ b.信託銀行 c.生命保険 d.損害保険 e.その他の 証券会社 事業法人等 外国法人等 個人・

年度 公共団体 地銀等 投資信託 年金信託 会社 会社 金融機関 その他

1949 2.8 9.9 － － － － － － － 12.6 5.6 － 69.1

1950 3.1 12.6 － － － － － － － 11.9 11.0 － 61.3

1955 0.4 23.6 － － 4.1 － － － － 7.9 13.2 1.7 53.2

1960 0.2 30.6 － － 7.5 － － － － 3.7 17.8 1.3 46.3

1965 0.2 29.0 － － 5.6 － － － － 5.8 18.4 1.8 44.8

1970 0.2 32.3 15.4 － 1.4 － 11.1 4.0 1.8 1.2 23.1 3.2 39.9

1975 0.2 36.0 18.0 － 1.6 － 11.5 4.7 1.9 1.4 26.3 2.6 33.5

1980 0.2 38.8 19.2 － 1.5 0.4 12.5 4.9 2.2 1.7 26.0 4.0 29.2

1985 0.8 42.2 21.6 － 1.3 0.7 13.5 4.5 2.6 2.0 24.1 5.7 25.2

1986 0.9 43.5 16.1 7.1 1.8 0.9 13.3 4.4 2.6 2.5 24.5 4.7 23.9

1987 0.8 44.6 15.9 8.4 2.4 1.0 13.2 4.3 2.8 2.5 24.9 3.6 23.6

1988 0.7 45.6 16.3 9.9 3.1 1.0 13.1 4.2 2.1 2.5 24.9 4.0 22.4

1989 0.7 46.0 16.4 10.3 3.7 0.9 13.1 4.1 2.1 2.0 24.8 3.9 22.6

1990 0.6 45.2 16.4 9.8 3.6 0.9 13.2 4.1 1.8 1.7 25.2 4.2 23.1

1991 0.6 44.7 16.3 9.7 3.2 1.0 13.2 4.0 1.6 1.5 24.5 5.4 23.2

1992 0.6 44.5 16.2 10.0 3.2 1.1 13.0 4.0 1.3 1.2 24.4 5.5 23.9

1993 0.6 43.8 16.0 10.1 3.0 1.4 12.7 3.8 1.2 1.3 23.9 6.7 23.7

1994 0.7 43.5 15.9 10.6 2.6 1.6 12.2 3.7 1.1 1.1 23.8 7.4 23.5

1995 0.6 41.4 15.4 10.1 2.1 1.8 11.2 3.6 1.2 1.4 23.6 9.4 23.6

1996 0.5 41.3 15.1 10.8 2.0 2.3 10.9 3.4 1.0 1.1 23.8 9.8 23.6

1997 0.5 40.2 14.6 11.1 1.4 3.3 10.2 3.3 1.0 0.8 24.1 9.8 24.6

1998 0.5 39.3 14.0 11.7 1.2 3.8 9.4 3.2 1.0 0.7 24.1 10.0 25.4

1999 0.5 36.1 12.8 10.9 1.6 3.6 8.3 2.9 1.2 0.9 23.7 12.4 26.4

2000 0.4 37.0 11.5 14.3 2.2 4.3 7.6 2.8 0.8 0.8 22.3 13.2 26.3

2001 0.4 36.2 9.4 16.6 2.7 4.9 6.7 2.7 0.7 0.8 23.2 13.7 25.9

2002 0.3 34.1 7.0 18.5 3.4 5.0 5.6 2.4 0.7 0.9 24.8 16.5 23.4

2003 0.3 31.1 5.7 17.4 3.2 4.1 4.9 2.3 0.8 1.1 25.1 19.7 22.7

＊2004 0.1 17.6 2.7 9.9 2.2 2.1 2.6 1.2 1.2 0.8 18.4 15.0 48.1

＊2005 0.1 17.5 2.1 10.5 3.8 2.2 2.0 0.9 1.9 1.9 20.4 20.5 39.6

＊2006 0.2 23.3 3.5 13.6 3.9 2.7 3.6 1.6 1.0 1.8 23.8 24.6 26.4

2007 0.2 23.3 3.5 13.7 3.9 2.8 3.7 1.6 0.8 1.5 24.8 24.7 25.5

2008 0.2 25.5 3.6 15.8 4.1 3.0 3.8 1.5 0.8 1.0 25.2 21.5 26.6

2009 0.2 23.9 3.1 15.1 3.6 2.8 3.5 1.4 0.8 1.5 24.5 22.5 27.3

2010 0.2 22.5 2.8 14.6 3.3 2.7 3.1 1.3 0.7 1.8 24.3 22.2 29.1

2011 0.1 22.9 2.7 15.3 3.4 2.6 3.0 1.2 0.7 2.1 22.5 22.8 29.5

2012 0.2 23.8 2.9 15.7 3.7 2.4 3.1 1.2 0.9 2.3 23.3 24.3 26.2

2013 0.2 22.8 2.8 15.1 3.9 2.0 2.9 1.1 0.8 2.4 23.3 26.9 24.3

2014 0.2 23.8 3.0 16.1 4.0 1.7 2.9 1.1 0.7 2.5 23.1 28.0 22.4

2015 0.2 24.8 3.3 16.9 4.6 1.4 2.8 1.0 0.7 2.3 24.3 26.7 21.7

2016 0.2 25.6 3.2 17.7 5.2 1.2 3.0 1.0 0.7 2.4 24.2 26.5 21.1

2017 0.2 26.2 3.1 18.4 6.0 1.1 3.0 1.0 0.7 2.3 23.7 26.6 21.0

2018 0.2 26.6 3.0 19.0 6.8 1.0 3.0 0.9 0.7 2.7 23.8 24.9 21.7

2019 0.2 27.1 2.9 19.6 7.2 1.0 3.0 0.8 0.8 2.5 23.7 24.5 22.1

最高(年度) 3.1(1950) 46.0(1989) 21.6(1985) 19.6(2019) 9.5(1963) 5.0(2002) 13.5(1985) 4.9(1980) 2.8(1987) 12.6(1949) 27.5(1973) 28.0(2014) 69.1(1949)

最低(年度) 0.1(2005) 9.9(1949) 2.1(2005) 7.1(1986) 1.0(1983) 0.4(1982) 2.0(2005) 0.8(2019) 0.7(2016) 0.7(1998) 5.6(1949) 1.2(1952) 21.0(2017)

（注）１．1985年度以降は単位数ベース。2001年度から単元数ベース。

      ２．1985年度以前の信託銀行は、都銀･地銀等に含まれる。

      ３．2004年度から2009年度までは、ジャスダック証券取引所上場会社分を含み、2010年度以降は大阪証券取引所または東京証券取引所におけるJASDAQ市場分として含む。

 　　　＊2005年度調査まで調査対象会社となっていた（株）ライブドア（4753）が、大幅な株式分割の実施等により、2004年度調査から単元数が大幅に増加し、（株）ライブドア1社

         の単元数が集計対象会社全体の単元数の相当数を占めることとなったことから、2004年度から2006年度までは、その影響を受け大きく増減している項目がある。

a+ｂのうち
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Ⅳ 所有単元数別分布状況

表９は、所有単元数別の株主の分布状況を示したものである。まず、所有単元数別の株主数の増減状

況をみると、最も人数の多い「1～4単元」を所有する株主数が前年度に比べ165万人増加（+4.4％）、「5

～9単元」を所有する株主数は22万人増加(+3.5%)となっており、「5,000単元以上」以外のほとんどの

区分において増加することとなった。次に、増減率の状況をみると、「1～4単元」及び「5～9単元」の

増減率は、3%～4%の増加となっている一方で、「10～49単元」以上の増減率は小幅な増加もしくはマイ

ナスとなる状況あった。

また、各区分の構成比の増減をみると、最も大きく変動した区分が「10～49単元」でマイナス0.5ポ

イントとなった。

表９　所有単元数別株主数
年          度 2018 2019 増 減[増減率] 構成比増減
会 社 数 (社） 3,735 3,789 54 -

合 　計 人 構成比％ 人 構成比％ 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 
 所有単元数 56,190,575 (100.0) 58,181,824 (100.0) 1,991,249  3.5]  [ -
      1～    4単元 37,182,453 ( 66.2) 38,836,652 ( 66.8) 1,654,199  4.4]  [   0.6  
      5～    9単元 6,237,482 ( 11.1) 6,458,035 ( 11.1) 220,553    3.5]  [   0.0  
  　 10～   49単元 10,210,831 ( 18.2) 10,305,305 ( 17.7) 94,474     0.9]  [ △0.5  
   　50～ 　99単元 1,206,623 (  2.1) 1,218,194 (  2.1) 11,571     1.0]  [   0.0  
    100～  499単元 1,027,384 (  1.8) 1,037,057 (  1.8) 9,673      0.9]  [   0.0  
    500～  999単元 124,443 (  0.2) 124,866 (  0.2) 423        0.3]  [   0.0  
  1,000～4,999単元 138,568 (  0.2) 139,145 (  0.2) 577        0.4]  [   0.0  
      5,000単元以上 62,791 (  0.1) 62,570 (  0.1) 221 △    0.4]  [△   0.0  
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Ⅴ 地方別分布状況

表10・11は、株主の居住地で分類したデータであり、表10は地方別の株主数、表11は地方別に保

有している株式について、2020年３月末現在の各銘柄の時価総額を合算することで算出した保有金額の

分布状況を示したものである。

国内の各地方の数値をみると、株主数・保有金額いずれの構成比においても、人口が多く、企業の集

積度も高い関東地方、近畿地方、中部地方の順で３つの地方の数値が他の地方に比べ大きくなっている

状況であり、特に、保有金額においては、１名（１社）あたりの保有金額が大きい大企業や機関投資家

の本社が首都圏に集中しているため、関東地方が過半数を超えている状況であったと推測される。

また、海外については、株主数については構成比で0.8％と国内のどの地方よりも小さい数値となっ

ているが、関東地方と同様に機関投資家など１名（１社）で大量の株式を保有している株主が多数含ま

れているため、保有金額については関東地方に次ぐ大きな数値となっている。今年度の保有金額ベース

での構成比については、２年連続で30％を下回る水準となった。なお、投資部門別保有状況における外

国法人等との違いは注４のとおりである。

（注４） 投資部門別保有状況の「外国法人等」と地方別分布の「海外」の株主数及び保有金額の数値が

異なるのは、投資部門別保有状況では、外国の法律により設立された法人(外国政府等を含む)及

び日本人以外の個人を「外国法人等」としているのに対し、地方別分布では、設立根拠法や国籍

を問わず日本国外に居住するものを「海外」としているためである。

表１０ 地方別分布状況（株主数）
年          度 2018 2019 増 減[増減率] 構成比増減
会 社 数 (社） 3,735 3,789 54 －

合 　計 人 構成比％ 人 構成比％ 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 
 地方区分 56,190,575 (100.0) 58,181,824 (100.0) 1,991,249   3.5][     －

北　海  道 952,468 (  1.7) 1,000,400 (  1.7) 47,932      5.0][       0.0  
東　    北 1,660,465 (  3.0) 1,720,072 (  3.0) 59,607      3.6][       0.0  
関　  　東 23,613,835 ( 42.0) 24,530,391 ( 42.2) 916,556     3.9][       0.2  
中    　部 9,977,984 ( 17.8) 10,308,852 ( 17.7) 330,868     3.3][     △0.1  
近　  　畿 12,462,814 ( 22.2) 12,838,585 ( 22.1) 375,771     3.0][     △0.1  
中  　　国 2,679,044 (  4.8) 2,765,639 (  4.8) 86,595      3.2][       0.0  
四　  　国 1,435,949 (  2.6) 1,475,380 (  2.5) 39,431      2.7][     △0.1  
九　 　 州 2,933,212 (  5.2) 3,066,251 (  5.3) 133,039     4.5][       0.1  
海      外 474,804 (  0.8) 476,254 (  0.8) 1,450       0.3][       0.0  

表１１  地方別分布状況（保有金額）
年          度 2018 2019 増 減[増減率] 構成比増減
会 社 数 (社） 3,735 3,789 54 －

合 　計 億円 構成比％ 億円 構成比％ 億円 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 
 地方区分 6,220,527 (100.0) 5,484,461 (100.0) 736,066  △  11.8] [△ －

北　海  道 24,000 (  0.4) 21,337 (  0.4) 2,663  △    11.1] [△   0.0  
東　    北 30,183 (  0.5) 25,245 (  0.5) 4,937  △    16.4] [△   0.0  
関　  　東 3,346,004 ( 53.8) 2,926,701 ( 53.4) 419,302  △  12.5] [△ △0.4  
中    　部 386,301 (  6.2) 342,272 (  6.2) 44,029  △   11.4] [△   0.0  
近　  　畿 447,328 (  7.2) 393,109 (  7.2) 54,219  △   12.1] [△   0.0  
中  　　国 58,868 (  0.9) 49,997 (  0.9) 8,870  △    15.1] [△   0.0  
四　  　国 46,282 (  0.7) 42,800 (  0.8) 3,482  △    7.5] [△   0.1  
九　 　 州 65,967 (  1.1) 55,782 (  1.0) 10,185  △   15.4] [△ △0.1  
海      外 1,815,590 ( 29.2) 1,627,215 ( 29.7) 188,374  △  10.4] [△   0.5  
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Ⅵ 単元株・単元未満株状況

表12・13は、単元株と単元未満株の状況を示したものである。まず、総株主数についてみると、前年

度に比べ263万人増加して6,379万人となった。その内訳をみると、「単元株のみ株主」数が前年度に比

べ196万人増加（+3.8％）の5,374万人、「単元未満株のみ株主」数は63万人増加（+12.8％）の561

万人、「単元未満株あり株主」数が２万人増加（+0.5％）の443万人と、各区分とも増加している状況で

あった。

次に、株式数についてみると、総株式数が前年度比33億株増加（+1.0％）して3,336億株となった。

その内訳をみると、「単元株のみ株主」所有株式数が199億株の増加、「単元未満株あり株主」所有株式

数が136億株の増加となっている。

表１２　単元・単元未満株主数
年                   度 2018 2019 増 減[増減率] 構成比増減

会  社  数  (社) 
3,735 3,789 54 －

項      目
人 構成比％ 人 構成比％ 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

総株主数 61,168,513 100.0 63,799,082 100.0 2,630,569     4.3] [   －
(1) ｢単元株のみ株主｣数 51,781,639 84.7 53,748,888 84.2 1,967,249     3.8] [   △0.5  
(2) ｢単元未満株あり株主｣数 4,408,936 7.2 4,432,936 6.9 24,000        0.5] [   △0.3  
(3) ｢単元未満株のみ株主｣数 4,977,938 8.1 5,617,258 8.8 639,320       12.8] [    0.7  

(1)+(2) 単元株所有株主数 56,190,575 91.9 58,181,824 91.2 1,991,249     3.5] [   △0.7  

(2)+(3) 単元未満株所有株主数 9,386,874 15.3 10,050,194 15.8 663,320       7.1] [     0.5  

表１３　単元・単元未満株式数
年                   度 2018 2019 増 減[増減率] 構成比増減

会  社  数  (社) 
3,735 3,789 54 －

項      目
千株 構成比％ 千株 構成比％ 千株 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

総株式数 330,257,721 100.0 333,625,128 100.0 3,367,406     1.0] [   －
(1) ｢単元株のみ株主｣所有株式数 200,899,299 60.8 202,892,177 60.8 1,992,877     1.0] [     0.0  
(2) ｢単元未満株あり株主｣所有株式数 129,243,861 39.1 130,612,851 39.1 1,368,989     1.1] [     0.0  
(3) (2)のうち単元部分 129,076,747 39.1 130,445,833 39.1 1,369,086     1.1] [     0.0  
(4) (2)のうち単元未満部分 167,114 0.1 167,017 0.1 96  △        0.1] [△   0.0  
(5) ｢単元未満株のみ株主｣所有株式数 114,560 0.0 120,099 0.0 5,538         4.8] [     0.0  

(1)+(3) 単元株合計株式数 329,976,046 99.9 333,338,010 99.9 3,361,964     1.0] [     0.0  

(4)+(5) 単元未満株合計株式数 281,674 0.1 287,117 0.1 5,442         1.9] [     0.0  
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Ⅶ 終わりに

2019年度の市況を振り返ってみると、円安や好調な米国市況を背景に、日本の株式市況においても堅

調に推移していたものの、米中貿易摩擦激化に対する懸念などに伴い、2019年５月に大幅な下落となっ

た後、８月にもTOPIXは1,500ポイントを割り込み、軟調に推移した状況であった。９月以降になると、

米中貿易協定の進展を好感し、11月にはTOPIXは1700ポイントを超える水準にまで回復する状況とな

った。その後、中国を発端とする新型コロナウイルスの感染が全世界的に拡大し、終息の兆しが見えな

い中、経済活動への影響が懸念され、2020年２月から３月にかけて歴史的な下落となり、TOPIXは一気

に1,300ポイントを割る水準にまで急落することとなった。このような状況において、投資部門別株式

保有状況を株式保有金額ベースでみると、すべての区分において前年度比マイナスの状況となっており、

どの投資区分においても新型コロナウイルスに伴う株価急落の影響を大きく受けた状況となった。

2020年度に入り、日本国内においては、新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、４月７日に緊急事

態宣言が発動されるなどの状況になったが、世界的には、感染拡大のピークを越え、経済活動再開の動

きを歓迎し、各国の市場において落ち着きを取り戻す状況となり、日本株式市場においても、６月には

TOPIXが1,630ポイントまで回復する状況となった。新型コロナウイルスの感染がいまだ完全に終息す

るには至っていないものの、海外投資家や個人投資家などの株式保有状況が今後どのように推移してい

くのか、引き続き注視していくこととしたい。


